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誓　約　書

物価高騰対策ＤＸ推進事業費補助金（デジタルツール導入事業）を申請するにあたり、当社（個人である場合は私、団体である場合は当団体）は下記の内容を誓約します。この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることになっても、異議は一切申し立てません。

記

１．暴力団等排除に関する誓約
⑴　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）ではないこと。
⑵　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員ではないこと。
⑶　暴力団又は前号に掲げる暴力団員と密接な関係を有する者ではなく、今後においても関係を持つ意思がないこと。

２．主たる事務所に関する誓約
宮崎県内に主たる事務所を有し、今後も５年間以上、県内に主たる事務所を有する見込みであること。

３．個人住民税の特別徴収に関する誓約
従業員等（宮崎県内に居住している者に限る。）の個人住民税について特別徴収を実施していること又は今年度内に特別徴収を開始すること。
※地方税（昭和２５年法律第２２６号）第３２１条の４及び各市町村の条例の規定により、個人住民税の特別徴収義務者とされている場合に限る。

物価高騰対策ＤＸ推進事業費補助金交付要綱（令和８年３月16日）の定め並びに補助金等の交付の目的、決定の内容及びこれに付した条件、その他この要領に基づく理事長の処分に従い、善良な管理者の注意をもって補助事業を行なうこと。

以上


